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東
北
エ
ネ
ル
ギ
ー
懇
談
会
の
専
務
理
事
を
務
め
て
お
り
ま
す
渡

辺
泰
宏
で
す
。
最
近
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
電
力
情
勢
に
つ
い
て
、
さ

ら
に
は
こ
れ
ら
が
東
北
地
域
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
る
の
か
、

考
え
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
。
私
自
身
、
30
代
の
頃
に
中
東
や
欧

州
へ
の
海
外
出
張
・
勤
務
も
ご
ざ
い
ま
し
た
の
で
、
そ
の
経
験
も

踏
ま
え
な
が
ら
お
話
し
ま
す
。
ど
う
ぞ
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

で
は
最
初
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
位
置
付
け
に
つ
い
て
考
え
て
ま

い
り
ま
す
。
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
基
本
は
、「
３
Ｅ
＋
Ｓ
」、

つ
ま
り
「
安
全
性
」（Safety

）
を
大
前
提
に
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

安
定
供
給
（Energy Security

）」「
経
済
効
率
性
（Econom

ic 
E

fficiency

）」「
環
境
適
合
性
（E

nvironm
ent

）」
の
「
３
Ｅ
」

を
原
則
と
し
て
い
ま
す
。
無
論
こ
れ
に
は
異
存
あ
り
ま
せ
ん
が
、

私
自
身
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
そ
の
も
の
が
、
国
の
外
交
・
防
衛
・

安
全
保
障
に
直
結
し
、
い
わ
ば
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
イ
コ
ー
ル
・

グ
ロ
ー
バ
ル
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
（G

lobal Security

）」
で
あ
る
こ

と
を
強
調
し
た
い
と
思
い
ま
す
。
と
言
い
ま
す
の
も
、
私
は

1
9
8
9
年
か
ら
1
9
9
2
年
に
か
け
て
、
東
北
電
力
か
ら
「
日

本
貿
易
振
興
会
（
ジ
ェ
ト
ロ
）
ウ
ィ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
」（
当
時
）
に

出
向
し
て
お
り
、
本
部
が
い
ず
れ
も
ウ
ィ
ー
ン
に
あ
る
「
石
油
輸

出
国
機
構
」（
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
）や「
国
際
原
子
力
機
関
」（
Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
）の

活
動
に
関
わ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
を
観
察
し
て
い
ま
し
た
。
そ
の

さ
な
か
に
、
戦
後
の
冷
戦
構
造
の
終
焉
と
な
っ
た
旧
ソ
連
邦
の
解

体
や
ベ
ル
リ
ン
の
壁
崩
壊
に
象
徴
さ
れ
る
東
欧
諸
国
の
自
由
化
・

市
場
経
済
化
、
さ
ら
に
は
イ
ラ
ク
の
ク
ウ
ェ
ー
ト
侵
攻
に
よ
る
湾

岸
戦
争
を
通
し
て
、
い
か
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
国
の
存
立
に
関
わ
る

重
要
な
安
全
保
障
で
あ
る
こ
と
を
痛
感
し
た
か
ら
で
す
。

そ
こ
で
、
ま
ず
世
界
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
を
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

（
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
種
別
）
の
消
費
か
ら
み
る
と
、【
グ
ラ
フ
1
】（
5

ペ
ー
ジ
）
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
は
英
国
の
B
P
社
が
毎
年
公
表
す

る
世
界
エ
ネ
ル
ギ
ー
統
計
か
ら
引
用
し
た
も
の
で
す
が
、

1
9
6
5
年
以
降
、
世
界
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
は
、
右
肩
上

が
り
で
伸
び
て
お
り
、
2
0
1
7
年
と
比
較
す
る
と
実
に
3
･
6

倍
も
の
伸
び
を
示
し
て
い
ま
す
。
特
に
2
0
0
0
年
以
降
は
中
国

や
イ
ン
ド
な
ど
の
新
興
国
の
伸
び
が
著
し
く
、
そ
の
結
果
、

O
E
C
D
諸
国
の
割
合
は
1
9
6
5
年
の
71
％
か
ら
40
％
に
低
下

し
て
い
ま
す
。
こ
の
間
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
主
力
は
、
石
油
・
石
炭
・

ガ
ス
の
化
石
燃
料
で
す
が
、
2
0
1
0
年
以
降
は
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
も
徐
々
に
伸
び
て
き
て
い
ま
す
。
化
石
燃
料
は
利
用
至
便

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
位
置
付
け

　
　
　
～
国
の
安
全
保
障
そ
の
も
の
～

一
次
エ
ネ
の
主
体
で
あ
る

　
　
　
　  

石
油
・
石
炭
・
ガ
ス
の
状
況

　
　
　
～
当
面
、
化
石
燃
料
が
主
力
～

特 集

講演：東北エネルギー懇談会専務理事　渡辺 泰宏    

エネルギーや電力を考える
幾つかの視点

2018 年 10 月～ 2019 年 5 月　新潟市、福島市、秋田市等で行われた講演内容を要約、加筆



出典：BP統計（2018）等
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石油に占める
OPEC比率 48％

石油に占める
OPEC比率 42％

第二次石油危機後の石油離れと電源の
脱石油により石油生産は急落→漸増
（1980～90年代）

1990 年湾岸戦争でも
石油生産減少せず

リーマン危機破綻による世界
経済減速を反映し、いずれも
低下（石油・石炭・ガス）

温暖化要因石炭減少

中・印等の需要増を
反映し石炭生産も急増

非OPEC増産と脱石油による油価低迷によりOPEC
供給量は急落→漸増（1980～1990年代）

第一次石油危機時の石油生産減・石炭生産増

石油　　　石炭　　　ガス　　　OPEC

世界のエネルギー生産量推移（化石燃料：1970～2017年）
●石油は二度の石油危機後の価格高騰により一旦軟調、その後緩やかに回復
●石炭は漸増傾向ながら 2010 年代より環境制約要因で低下気味
●天然ガスは、比較的 CO² 排出量が少なく高カロリーで生産・取引量も増加基調

世界の一次エネルギー消費量（エネルギー源別）
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●石炭は温暖化抑制の動きもあり漸減だが、石油・ガスは産業用や利用至便性により
漸増。今後も一次エネルギーは着実に増加の一途

OECD  71％

OECD  40％

出典：BP統計（2018）等出典：BP統計（2018）等

※数値は割合を表示
　…以降の図も同様

世界の国別石油生産量割合（2017年）
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【グラフ 2】
性
が
高
い
の
で
、
今
後
も
相
応
の
伸
び
は
見
ら
れ
ま
す
が
、
温
暖

化
・
環
境
問
題
も
あ
り
、
比
率
は
徐
々
に
低
く
な
る
と
見
込
ま
れ

ま
す
。

化
石
燃
料
を
生
産
量
ご
と
に
折
れ
線
グ
ラ
フ
で
見
た
も
の
が

【
グ
ラ
フ
2
】
で
す
。
ま
ず
、
オ
レ
ン
ジ
線
で
示
し
た
石
油
は
、
二

度
の
石
油
危
機
の
落
ち
込
み
は
あ
る
も
の
の
、
総
じ
て
漸
増
傾

向
に
あ
り
ま
す
。
青
線
の
石
炭
も
2
0
0
0
年
以
降
中
国
の
経

済
成
長
と
共
に
大
き
く
伸
び
て
い
ま
す
が
、
2
0
1
0
年
前
半

か
ら
は
温
暖
化
に
深
刻
な
影
響
を
与
え
か
ね
な
い
と
し
て
、
減

少
も
見
ら
れ
始
め
て
い
ま
す
。
一
方
、
黄
緑
線
の
天
然
ガ
ス
は

ほ
ぼ
右
肩
上
が
り
に
増
加
が
続
い
て
い
ま
す
。
石
炭
よ
り
も

C
O
²
排
出
量
が
少
な
く
高
カ
ロ
リ
ー
で
も
あ
る
た
め
、
好
調

な
需
要
に
支
え
ら
れ
た
伸
び
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
こ
で
最
近
の
石
油
・
石
炭
・
天
然
ガ
ス
の
生
産
動
向
を
み

る
と
、【
図
1
】
か
ら
【
図
3
】
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

ま
ず
石
油
は
、
化
石
燃
料
の
中
で
も
最
も
政
治
リ
ス
ク
が
高
く

世
界
の
政
治
・
経
済
情
勢
に
大
き
な
影
響
を
与
え
続
け
て
き
て
お

り
、
こ
の
動
向
に
は
目
が
離
せ
ま
せ
ん
。
石
油
は
現
在
、
経
済
ベ
ー

ス
で
採
掘
可
能
な
年
数
、
い
わ
ゆ
る
可
採
年
数
は
50
年
と
言
わ
れ
て

い
ま
す
。
私
が
入
社
し
た
1
9
7
8
年
当
時
は
、
石
油
は
あ
と
30
年

石
油
生
産
量
第
一
位
は
米
国

　
　
　
～
シ
ェ
ー
ル
開
発
が
寄
与
～

【グラフ１】【図 1】



OPEC組織について

概 要
「OPEC」…「Organization of Petroleum Exporting Countries」
　　　　　（石油輸出国機構）
　　　　    1960年創設（赤の5か国で創設） 

●有力産油国の集合団体で欧米石油メジャーズに対抗。
　本部事務局はオーストリアのウィーンに設置されている。

石油生産（万b/d） 可持年数（年）一人当GDP（ドル/人）人口（万人）面積（万㎢）体制
87
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92
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リ
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※「カタール」は 2019 年 1月 1日に脱退 出典：「石油連盟」「ＢＰ統計」等
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【表 1】
で
枯
渇
す
る
と
言
わ
れ
た
り
し
ま
し
た
が
、
今
で
は
さ
ら
に
伸
び
て

50
年
で
す
。
こ
の
理
由
は
、
可
採
年
数
と
い
う
の
は
、
経
済
的
に
採

掘
で
き
る
埋
蔵
量
を
前
年
の
生
産
量
に
応
じ
て
割
り
返
し
た
年
数
を

意
味
し
、
今
後
も
石
油
の
掘
削
・
開
発
が
続
く
限
り
、
毎
年
こ
の
可

採
年
数
は
更
新
さ
れ
ま
す
。
現
在
、
米
国
の
シ
ェ
ー
ル
オ
イ
ル
と
言

わ
れ
る
新
規
石
油
群
の
開
発
が
続
き
、
原
油
価
格
水
準
も
60
～
70
ド

ル
／
バ
ー
レ
ル
水
準
で
推
移
す
る
と
、
今
後
も
数
十
年
レ
ベ
ル
の
可

採
年
数
は
維
持
さ
れ
る
と
見
ら
れ
ま
す
。

で
は
【
図
1
】（
6
ペ
ー
ジ
）
を
ご
覧
下
さ
い
。
こ
れ
は
石
油
生
産

量
の
割
合
を
国
別
に
見
た
も
の
で
す
が
、
2
0
1
7
年
の
最
大
の
石

油
生
産
国
は
米
国
で
す
。
石
油
は
、
従
来
、
硬
い
岩
盤
の
下
に
賦
存

す
る
石
油
貯
留
岩
層
を
掘
削
し
て
採
油
し
て
き
ま
し
た
が
、
近
年
の

採
掘
技
術
の
開
発
で
、
よ
り
深
部
の
根
源
岩
と
呼
ば
れ
る
頁け

つ
が
ん岩

（
シ
ェ
ー
ル
）
層
か
ら
採
掘
が
可
能
と
な
り
、
米
国
の
生
産
量
が
一

挙
に
高
ま
り
、
代
表
的
な
産
油
国
の
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
な
ど
中
東
産

油
国
を
凌
駕
す
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
1
9
8
0
年
は
、
ソ
連
・

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
・
米
国
の
順
番
で
し
た
が
、
今
や
米
国
・
サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ
ア
・
ロ
シ
ア
と
な
っ
て
い
ま
す
。

と
は
い
え
、
世
界
の
石
油
生
産
量
の
42
％
を
占
め
る
の
は

「
O
P
E
C
」と
呼
ば
れ
る「
石
油
輸
出
国
機
構
」（O

rganization 
of Petroleum

 E
xporting C

ountries

）
で
す
。
埋
蔵
量
で

は
、
実
に
世
界
の
7
割
を
占
め
ま
す
。

【
表
1
】
の
よ
う
に
、
O
P
E
C
は
1
9
6
0
年
の
創
設
で
、
当

初
は
赤
字
で
記
載
し
た
5
か
国
に
よ
っ
て
ス
タ
ー
ト
致
し
ま
し
た
。

サ
ウ
ジ
な
ど
中
東
4
か
国
と
、
現
在
政
治
危
機
で
混
迷
著
し
い
ベ

ネ
ズ
エ
ラ
の
計
5
か
国
で
す
が
、
当
時
は
、
メ
ジ
ャ
ー
ズ
と
称
さ

れ
る
欧
米
系
の
国
際
石
油
資
本
に
対
抗
し
て
組
織
さ
れ
ま
し
た
。

本
部
は
オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
ウ
ィ
ー
ン
に
あ
り
ま
す
。
前
の
【
グ
ラ
フ

2
】（
5
ペ
ー
ジ
）
の
赤
い
点
線
で
記
載
し
た
よ
う
に
、
世
界
の
石

油
生
産
に
占
め
る
O
P
E
C
比
率
は
、1
9
7
0
年
代
よ
り
下
が
っ

た
と
は
い
え
2
0
1
7
年
時
点
で
も
40
％
を
超
え
て
お
り
、
こ
の
影

響
度
は
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
O
P
E
C
は
従
来
か
ら
国
際
石
油

市
場
の
中
で
は
生
産
調
整
役
、い
わ
ゆ
る
「
ス
ィ
ン
グ
・
プ
ロ
デ
ュ
ー

サ
ー
」
と
言
わ
れ
る
こ
と
が
多
く
、
現
在
も
非
O
P
E
C
代
表
格

の
ロ
シ
ア
な
ど
と
と
も
に
協
調
減
産
を
実
施
し
て
、
価
格
の
安
定

機
能
を
果
た
そ
う
と
し
て
い
ま
す
が
、
や
は
り
世
界
最
大
の
産
油

国
で
あ
る
米
国
の
影
響
が
大
き
い
こ
と
に
変
わ
り
は
あ
り
ま
せ
ん
。

次
は
「
石
炭
」
で
す
。
石
炭
に
つ
い
て
は
世
界
的
に
も
各
地

に
広
く
埋
蔵
量
が
あ
り
、
日
本
も
か
つ
て
は
戦
後
の
高
度
経
済
成

長
を
支
え
る
重
要
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
で
し
た
。
し
か
し
な
が
ら
、

日
本
で
は
山
や
海
底
に
坑
道
を
切
り
開
い
て
掘
削
す
る
坑
内
掘
り

石
炭
生
産
量
第
一
位
は
中
国

　
　
　
～
消
費
量
も
断
然
一
位
～



天然ガスを液化して運ぶLNG（液化天然ガス）船

総計
3兆6,800億㎥

北米
11

欧州
7

他  1

中南米  5

中東
20

アフリカ  6

ロシア
17

アジア
太平洋
17

地域別割合（％）

ロシアと欧州圏を結ぶパイプライン網

出典：BP統計（2018）等

世界の国別天然ガス生産量割合（2017年）
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エジプトエジプト
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カナダカナダ

米国米国
イランイラン

ブラジルブラジル

アルゼンチンアルゼンチン

ベネズエラベネズエラトリニダード・トバゴトリニダード・トバゴインドインド

タイタイ

中国中国

ロシアロシア

出典：BP統計（2018）等

世界の国別石炭生産量割合（2017年）
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1
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1

総計
37億6,900万t
(石油換算後)

北米
11

欧州  4 他  1
中南米  2

※中東は、ほぼゼロ

（再掲）
（中国）
（46）

アフリカ  4
ロシア  6

アジア
太平洋
72

地域別割合（％）46

ドイツドイツ

インドネシアインドネシア

オーストラリアオーストラリア

ベトナムベトナム

カナダカナダ

米国米国

コロンビアコロンビア

南アフリカ南アフリカ

トルコトルコ

ポーランドポーランド

インドインド

中国中国 日本
0.02
日本
0.02

ロシアロシア

モンゴルモンゴル
坑内掘モデル（北海道・夕張）

露天掘遠景（オーストラリア）
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の
た
め
、
生
産
効
率
が
悪
く
労
働
環
境
も
過
酷
で
し
た
。
か
つ
て

私
も
、
1
9
8
0
年
代
に
燃
料
部
門
に
在
籍
し
て
い
た
頃
、
長
崎

県
の
海
底
を
2
0
0
0
ｍ
に
及
ぶ
狭
隘
な
坑
道
を
進
ん
で
採
掘
す

る
現
場
を
視
察
し
ま
し
た
が
、
生
産
性
と
採
掘
コ
ス
ト
が
ネ
ッ
ク

に
な
る
と
感
じ
て
い
ま
し
た
。
一
方
、【
図
２
】
の
左
下
の
写
真
に

あ
る
豪
州
な
ど
海
外
で
は
山
を
表
層
か
ら
削
り
取
っ
て
炭
層
を
採

掘
す
る
大
規
模
な
露
天
掘
り
の
た
め
（
採
掘
後
は
表
層
を
緑
に
戻

し
ま
す
）、
生
産
コ
ス
ト
は
格
段
に
低
く
、
コ
ス
ト
競
争
力
の
結
果
、

現
在
、
日
本
で
は
北
海
道
の
一
部
で
電
力
向
け
・
政
策
的
に
し
か

生
産
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

さ
て
、
現
在
の
生
産
量
か
ら
見
た
各
国
の
割
合
は
【
図
２
】
の
通

り
で
す
が
、
中
国
が
断
然
多
く
、
世
界
の
ほ
ぼ
半
分
（
46
％
）
を

占
め
て
い
ま
す
。
続
い
て
米
国
や
豪
州
・
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
・
ロ
シ

ア
な
ど
環
太
平
洋
諸
国
を
中
心
に
広
く
生
産
さ
れ
て
い
ま
す
。
中

国
は
生
産
も
第
一
位
で
す
が
消
費
量
も
世
界
最
大
で
す
。
経
済
成

長
の
原
動
力
を
石
炭
に
依
存
し
て
い
ま
す
が
、
近
年
は
環
境
制
約

も
あ
り
、
発
電
は
石
炭
か
ら
原
子
力
に
移
行
し
て
き
て
い
ま
す
。

最
後
は
「
天
然
ガ
ス
」
で
す
。
天
然
ガ
ス
の
生
産
量
第
一
位

は
米
国
、
次
い
で
ロ
シ
ア
（
埋
蔵
量
で
は
世
界
一
）、
イ
ラ
ン
・

カ
タ
ー
ル
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、【
図
３
】
の
よ
う
に
世
界

【図 3】

資
源
国
米
・
中
・
露
が
世
界
を
牽
引

　
　
　
～
世
界
政
治
経
済
も
牽
引
～

ガ
ス
生
産
量
第
一
位
も
米
国

　
　
　
～
L
N
G
輸
出
も
視
野
～

で
広
く
生
産
さ
れ
て
い
ま
す
。
米
国
が
一
位
と
な
っ
た
の
は
、

石
油
と
同
じ
く
シ
ェ
ー
ル
ガ
ス
の
開
発
が
進
ん
だ
結
果
で
あ
り
、

今
後
は
液
化
天
然
ガ
ス
（
L
N
G
）
と
し
て
、
日
本
を
含
む
ア

ジ
ア
地
域
へ
の
輸
出
計
画
も
進
め
て
い
ま
す
。
一
方
、
ロ
シ
ア

は
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
（
P
／
L
）
に
よ
り
E
U
諸
国
へ
輸
出
し
、

貴
重
な
外
貨
収
入
源
で
あ
る
と
と
も
に
、
E
U
側
で
は
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
ロ
シ
ア
依
存
度
を
ど
う
低
減
さ

せ
る
か
、
極
め
て
大
き
な
政
治
課
題
で
あ
り
続
け
ま
す
。

な
お
、
天
然
ガ
ス
は
前
述
の
よ
う
に
発
電
用
燃
料
と
し
て
は

石
炭
よ
り
C
O
²
排
出
量
が
少
な
く
、
燃
焼
後
の
処
理
も
容
易

で
高
カ
ロ
リ
ー
で
あ
る
こ
と
か
ら
今
後
も
需
要
増
加
が
見
込
ま

れ
、
上
記
の
産
ガ
ス
国
と
消
費
国
の
関
係
は
一
層
緊
密
に
な
る

と
考
え
ら
れ
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
源
の
主
体
と
な
る
化

石
燃
料
の
生
産
量
を
国
別
に
見
て
き
ま
し
た
が
、
一
つ
言
え
る

こ
と
は
、
世
界
の
政
治
・
経
済
・
外
交
を
牽
引
す
る
米
国
・
ロ

シ
ア
・
中
国
は
い
ず
れ
も
資
源
国
で
あ
る
こ
と
で
す
。
い
わ
ば

資
源
を
バ
ッ
ク
に
国
際
舞
台
で
大
き
な
影
響
を
与
え
て
い
る
こ

と
に
我
が
国
も
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
し
っ
か
り
意
識
し
、
政

策
に
反
映
す
る
必
要
が
あ
る
と
言
え
ま
す
。

【図 2】



■原子力
■水力
■他再生エネルギー
　（地熱、太陽光など）

■石炭
■原油
■天然ガス

OECD諸国の一次エネルギー自給率比較（2017年）

出典：IEA「World Energy Balances 2018」の
　　 2017年推計値
　　＊日本のみ「総合エネルギー統計」の
　　　2017年速報値

出典：総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 第18回会合 平成30年12月5日

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
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2位

3位
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11位

18位

22位

28位

33位

34位

35位

ノルウェー
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カナダ
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韓国
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92.6%
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52.8%
36.9%

26.7%

16.9%

9.5%*

5.3%

9.58.37.46.46.56.711.520.2

再生可能エネルギー等

地熱・太陽光・風力その他
可燃性再生可能エネルギー・廃棄物

日本の一次エネルギー
自給率

原油
天然ガス
水力
原子力

2017年2016年2015年2014年2013年2012年2011年2010年

1.9
1.6
0.6
0.1
4.7
3.2
1.8

1.1
1.6
0.6
0.1
4.7
3.1
1.6

0.6
1.7
0.6
0.1
4.3
2.8
1.4

ー
1.6
0.5
0.1
3.9
2.7
1.2

0.5
1.5
0.6
0.1
3.6
2.7
0.9

0.9
1.5
0.7
0.1
3.3
2.5
0.8

5.7
1.6
0.7
0.2
3.2
2.4
0.8

15.0
1.4
0.6
0.1
2.9
2.2
0.7

【参考】平成29年度 食料自給率 38％（カロリーベース）

世界と日本のエネルギー（エネルギー自給率）
●東日本大震災前に 19.6％であった自給率は 9.5％で、近年徐々に上がっているとはいえ、OECD35 か国中 34 位（上昇
要因は原子力再稼働と再エネ導入分）
●エネルギー自給率は、国の存立・安全保障には極めて重要
●畢竟、海外との貿易・外交にも甚大な影響…持たざる国は相手にされず足元を見られる
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そ
こ
で
、
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
は
、
自
国
で
ど
れ
だ
け
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
を
賄
う
こ
と
が
で
き
る
の
か
と
い
う「
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
」

が
極
め
て
重
要
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
を
見
た
の
が
【
グ
ラ
フ
3
】
に

な
り
ま
す
。
日
本
は
、Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
35
か
国
中
34
番
目
の
9
･
5
％
と
、

極
め
て
劣
位
で
す
。
自
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
を
賄
え
な
い
の
は
、

安
全
保
障
上
極
め
て
大
き
な
問
題
で
あ
る
と
と
も
に
、
国
際
貿
易
上

で
も
大
き
な
不
利
要
因
と
な
り
ま
す
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
島
国
で
資
源

の
乏
し
い
日
本
は
、
資
源
を
海
外
か
ら
輸
入
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
が
、
例
え
ば
化
石
燃
料
を
購
入
す
る
場
合
、「
お
た
く
は
エ
ネ
ル

ギ
ー
資
源
に
乏
し
く
、
こ
れ
が
な
け
れ
ば
成
り
立
た
な
い
で
し
ょ
う

か
ら
、
こ
の
位
の
値
段
で
ど
う
で
す
か
」
と
足
元
を
見
ら
れ
て
し
ま

い
ま
す
。
そ
の
際
、「
い
や
、
う
ち
は
他
に
（
原
子
力
な
ど
の
）
エ

ネ
ル
ギ
ー
資
源
も
あ
る
か
ら
、
そ
の
値
段
で
は
ダ
メ
だ
。
そ
れ
を
下

回
る
価
格
で
な
い
と
応
じ
ら
れ
な
い
」
と
の
応
酬
が
効
か
ず
、
い
わ

ゆ
る
交
渉
力
（
バ
ー
ゲ
ニ
ン
グ
・
パ
ワ
ー
）
を
発
揮
で
き
ま
せ
ん
。

現
に
他
国
の
例
で
す
が
、
韓
国
で
は
、
中
東
の
産
油
国
の
ア
ラ
ブ
首

長
国
連
邦
（
U
A
E
）
に
も
原
子
力
建
設
を
進
め
て
お
り
、
こ
れ
に

よ
り
石
油
・
ガ
ス
の
交
渉
に
も
大
き
な
交
渉
力
を
発
揮
で
き
る
と
考

え
ら
れ
ま
す
。

も
う
一
つ
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
が
重
要
な
の
は
、
日
本
は
島
国

【グラフ 4】

燃料輸入価格推移
●第一次・二次石油危機で上昇した原油価格（LNG価格も原油価格に連動し、原油価格より価格弾力性がなく割高）は、
1985 年以降原油供給過剰で急落し業界は「逆石油危機」とも
●2000 年以降は世界経済と石油需要の関係で増加基調ながらも乱高下

201520102005200019951990198519801975
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（年 .月） 出典：通関統計BP統計 等

石炭　　　原油　　　LNG　
サウジ軽質油（～83）
北海ブレント(84～)

87.061円/t

69.224円/㎘

32.523円/㎘

58.541円/㎘53.485円/㎘

66.017円/t

73.975円/t

16.005円/t

第一次石油危機

サウジアラビア
ネットバック販売
（86.2）公式販売
価格の終焉

第四次中東戦争（73.10）

第二次石油危機

アジア経済危機

OPEC
非OPEC
協調減産

OPEC
生産量
高水準

イラン･イラク
戦争（80.9）

湾岸戦争（90.8）

米国での多発
テロ（01.9）

東日本大震災
（11.3）

リーマン危機破綻
（08.9）

イラク戦争
（03.10）

イラン革命
（79.2）

WTI最高値
145.29s/b
（08-07） アラブの春

日
本
経
済
に
影
響
を
与
え
る

　
　
　
　 

　
　 

エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
輸
入

　
　
　
～
や
ま
な
い
国
富
の
流
出
～

な
の
で
、
貿
易
は
無
論
、
資
源
の
輸
入
は
ほ
と
ん
ど
海
上
ル
ー
ト
に

な
る
こ
と
で
す
。
例
え
ば
原
油
輸
入
ル
ー
ト
で
は
、
85
％
を
中
東
に

依
存
し
て
い
ま
す
。
ご
承
知
の
よ
う
に
、中
東
地
域
は
最
近
の
米
国
・

イ
ラ
ン
情
勢
や
中
東
諸
国
内
で
も
サ
ウ
ジ
・
イ
ラ
ン
の
対
立
や
民
族

紛
争
の
激
化
な
ど
不
安
定
要
因
の
多
い
地
域
で
す
。
こ
の
地
域
か
ら

ホ
ル
ム
ズ
海
峡
、
さ
ら
に
は
東
南
ア
ジ
ア
の
マ
ラ
ッ
カ
海
峡
を
経
由

し
て
輸
入
す
る
と
な
る
と
、
近
年
影
響
力
を
強
め
て
い
る
中
国
の
存

在
も
無
視
で
き
ま
せ
ん
。
こ
れ
ら
の
実
情
に
つ
い
て
は
、
今
回
は
触

れ
ま
せ
ん
が
、少
な
く
と
も
こ
う
し
た
不
安
要
因
を
軽
減
す
る
に
は
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
を
高
め
て
輸
入
比
率
を
低
減
す
る
こ
と
や
、
国

家
備
蓄
な
ど
を
増
や
す
な
ど
、
国
の
確
固
た
る
政
策
が
必
要
に
な
る

こ
と
は
言
う
ま
で
も
あ
り
ま
せ
ん
。

で
は
次
に
、
こ
の
よ
う
な
化
石
燃
料
の
輸
入
に
起
因
す
る
日
本

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
に
関
す
る
影
響
に
つ
い
て
考
え
て
み
ま
す
。

【
グ
ラ
フ
４
】
を
ご
覧
下
さ
い
。
こ
れ
は
日
本
の
「
原
油
・

L
N
G
・
海
外
石
炭
の
輸
入
価
格
の
推
移
」
を
1
9
7
0
年
か
ら

円
ベ
ー
ス
で
見
た
も
の
で
す
。
黒
い
点
線
は
原
油
価
格
を
表
わ
し

て
い
ま
す
が
、
実
線
は
緑
が
L
N
G
、
オ
レ
ン
ジ
が
原
油
、
そ
し

て
青
が
石
炭
で
す
。
こ
れ
で
見
ま
す
と
、
原
油
で
は
大
き
な
山
が

【グラフ 3】

エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
の
重
要
性

　
　
　
～
安
全
保
障
と
バ
ー
ゲ
ニ
ン
グ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
パ
ワ
ー
に
欠
か
せ
ず
～
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出典：IEA、日本エネルギー経済研究所　等

●2000年以降、中国をはじめとするアジア諸国の電力の伸びが顕著
●今後も新興国の人口増加・電化普及、世界のAI・IoT進展による電力需要は高まると予想

世界の電力量の推移

201520142010200520001990198019731971

■ロシア　■アジア（日中韓除き）　■中国　■日本　■韓国
■カナダ　■アメリカ　■欧州（独仏除き）　■ドイツ　■フランス

　　1314　　ひろば　495 号

【グラフ 6】

【グラフ 5】

●東日本大震災後の2014年度に最大の12兆円の貿易赤字
●化石燃料由来の鉱物性資源燃料（LNG等）購入は2013年度に28兆4,000億円（1日当たり約800億円）の支出

出典：財務省「貿易収支」

鉱物性燃料輸入額（折れ線グラフ）
［兆円］
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-15

-3.8

201520102005200019951990198519801975

7.5

18.8

30

貿易収入（棒グラフ）

東日本
大震災

貿易収支の差額の推移

第二次
石油危機

第一次
石油危機

て
き
て
い
ま
す
が
、
今
後
も
環
境
負
荷
が
石
炭
よ
り
少
な
い
L
N
G

の
需
要
は
弱
ま
ら
ず
、
価
格
へ
の
影
響
も
少
な
く
な
い
と
考
え
ら
れ

ま
す
。

さ
ら
に
、
燃
料
輸
入
価
格
は
、
日
本
の
貿
易
収
支
に
も
大
き
な

影
響
を
与
え
ま
す
。
こ
れ
を
見
た
の
が
【
グ
ラ
フ
５
】
で
、
日
本
は

過
去
三
度
も
貿
易
赤
字
を
記
録
し
ま
し
た
が
、
何
と
い
っ
て
も
最

大
の
赤
字
幅
を
記
録
し
た
の
が
2
0
1
1
年
の
東
日
本
大
震
災
に

よ
る
も
の
で
し
た
。
日
本
の
電
力
会
社
は
、
原
子
力
発
電
所
が
ほ

ぼ
停
止
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
L
N
G
等
の
化
石
燃

料
を
大
量
に
緊
急
購
入
し
、
2
0
1
3
年
度
で
は
1
日
当
た
り

8
0
0
億
円
も
の
支
出
を
余
儀
な
く
さ
れ
ま
し
た
。
電
気
料
金
へ

の
転
嫁
は
電
力
各
社
の
努
力
で
リ
ー
ド
タ
イ
ム
は
あ
っ
た
も
の

の
、
我
が
国
の
国
民
生
活
や
産
業
界
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
し
た

こ
と
は
記
憶
に
新
し
い
と
こ
ろ
で
す
。
我
が
国
全
体
で
見
れ
ば
、

大
き
な
国
富
の
流
出
で
あ
り
、
割
高
感
の
伴
わ
な
い
資
源
調
達
が

こ
れ
か
ら
の
大
き
な
課
題
で
あ
る
と
思
い
ま
す
。

次
に
、エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
に
深
く
関
わ
る
「
電
力
」
を
み
る
と
、

ま
ず【
グ
ラ
フ
６
】で
す
が
、電
力
は
年
々
増
加
基
調
に
あ
り
ま
す
。

と
り
わ
け
ピ
ン
ク
色
の
中
国
の
部
分
が
2
0
0
0
年
以
降
の
経

済
成
長
と
と
も
に
著
し
い
伸
び
を
示
し
て
い
ま
す
。
今
後
も
、

世
界
的
に
堅
調
な
電
力
需
要

　
　
　
～
人
口
増
加
・
A
I
進
展
が
寄
与
～

新
興
国
の
人
口
増
加
や
電
化
率
の
高
ま
り
、
さ
ら
に
は
世
界
レ

ベ
ル
で
の
A
I

・
I
o
T
の
進
展
な
ど
に
よ
り
、
電
力
の
伸
び

は
底
堅
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
な
お
、
世
界
の
主
要
国
の

電
力
の
構
成
を
見
た
の
が
【
グ
ラ
フ
７
】（
15
ペ
ー
ジ
）
に
な
り
ま
す
。

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
の
デ
ー
タ
に
よ
れ
ば
、
各
国
の
最
大
の
電
源

三
つ
く
ら
い
あ
り
、
よ
く
言
わ
れ
る
の
は
「
第
一
次
石
油
危
機
」

の
1
9
7
3
年
で
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
原
油
価
格
が
2
ド
ル
台

か
ら
11
ド
ル
台
に
上
が
っ
た
時
で
す
。
次
に
1
9
7
9
年
の
「
第

二
次
石
油
危
機
」
で
す
が
、
こ
れ
は
イ
ラ
ン
革
命
な
ど
を
契
機
に

13
ド
ル
台
か
ら
26
ド
ル
に
上
が
り
ま
し
た
。
因
み
に
日
本
で
は
「
オ

イ
ル
・
シ
ョ
ッ
ク
」
と
も
言
わ
れ
ま
す
が
、
海
外
で
は
危
機
管
理

の
観
点
か
ら
「
オ
イ
ル
・
ク
ラ
イ
シ
ス
（
危
機
）」
と
言
う
の
が
普

通
で
す
。
第
三
は
2
0
1
0
年
代
の
中
東
の
ア
ラ
ブ
の
春
に
見
ら

れ
る
中
東
の
地
政
学
リ
ス
ク
の
増
大
と
米
国
を
中
心
と
す
る
石
油

投
機
筋
の
高
ま
り
の
時
期
で
し
た
が
、
そ
の
間
、
1
9
8
0
～  　

年
代
は
先
進
諸
国
の
脱
石
油
化
と
非
O
P
E
C
諸
国
の
増
産
が
進

ん
だ
こ
と
で
原
油
価
格
が
低
迷
し
、
上
昇
の
気
運
は
2
0
0
0
年

以
降
の
中
国
・
イ
ン
ド
等
新
興
国
の
経
済
成
長
の
反
映
と
米
国
で

の
同
時
多
発
テ
ロ
を
起
因
に
す
る
国
際
的
な
投
機
筋
の
動
き
を
待

た
ね
ば
な
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
最
近
で
は
、
ア
ジ
ア
の
取
引
指
標

と
な
る
ド
バ
イ
原
油
で
み
る
と
60
～
70
ド
ル
／
バ
ー
レ
ル
程
度
で

推
移
し
て
お
り
、
中
東
の
混
迷
等
で
短
期
的
な
乱
高
下
は
考
え
ら

れ
る
も
の
の
、
需
給
バ
ラ
ン
ス
か
ら
見
れ
ば
大
き
な
変
動
の
可
能

性
は
低
い
と
見
ら
れ
ま
す
。

さ
て
、
こ
の
グ
ラ
フ
で
特
徴
的
な
の
は
、
日
本
の
L
N
G
の
輸

入
価
格
が
ほ
ぼ
一
貫
し
て
原
油
輸
入
価
格
よ
り
高
い
と
い
う
こ
と
で

す
。
こ
の
理
由
は
、
1
9
8
0
年
代
の
L
N
G
契
約
は
20
年
間
の

長
期
契
約
で
、
大
規
模
な
液
化
設
備
回
収
コ
ス
ト
も
含
ま
れ
る
こ
と

と
、
価
格
は
何
種
類
か
の
原
油
価
格
を
指
標
と
す
る
連
動
価
格
制
の

た
め
、割
高
に
な
っ
て
い
る
こ
と
で
す
。
近
年
、契
約
は
大
分
変
わ
っ

9
0
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●中国１国分で米国・インド・日本・ドイツ4か国分に匹敵→中国の脱石炭が鍵か
●米国の漸減基調→トランプ政権下で化石燃料発電容認で今後微増傾向か
●日本の横這い→省エネルギーなどの技術貢献以外の方策は原子力と再生可能エネルギーか

アメリカ
日本
ドイツ

ロシア
インド
中国

出典：IEA　CO2 emissions from fuel combustion highlights 2017 を基に作成
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各国のCO₂排出量
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出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書」（平成30年度版）

●日本は東日本大震災以降、原子力停止分をガス（LNG)にシフト
●自国に化石燃料の豊富な英国・米国は、従来の石炭から資源開発テンポに応じてガスにシフト（英…北海ガス田、米…シェールガス）
●フランスは原子力主流で、ドイツ・イタリアは再生可能エネルギー（「その他」に分類）の導入促進化も視野に
●なお、イタリア・ドイツ・英国の再エネ比率は20％超であるが、FIT政策などとリンクして電気料金の高騰にもつながっている模様
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出典：（一社）日本原子力産業協会「世界の原子力発電開発の動向2019年版」   等

世界の原子力発電所（基数、2019年1月1日現在）

南アフリカ南アフリカ

エジプトエジプト

スペインスペイン

イスラエルイスラエルヨルダンヨルダン UAEUAE
パキスタンパキスタン

ウクライナウクライナ

カザフスタンカザフスタン

リトアニアリトアニアスロベニアスロベニア
アルメリアアルメリア

ベラルーシベラルーシ

イランイラン
トルコトルコ

スイススイス
フランスフランス

英国英国

スウェーデンスウェーデン

フィンランドフィンランド

チェコチェコ スロバキアスロバキア

ハンガリーハンガリー
ブルガリアブルガリア ルーマニアルーマニア

ドイツドイツ

ベルギーベルギー
オランダオランダ

バングラデシュバングラデシュ

インドインド
インドネシアインドネシア

台湾台湾
日本日本

アルゼンチンアルゼンチン

メキシコメキシコ

米国米国

カナダカナダ

ブラジルブラジル

韓国韓国

ロシアロシア

中国中国

運転中基数
（停止分含む）
建設・計画中基数

（＊）ルーマニアなど欧州ならびにヨルダンなど中東の
　　 一部諸国は、スペースの関係上、実所在地と相違

3

1

1

11

22

5

4

38

3

13

24

1 2 4

8

1

2

2

2

2

1

1

1 2
2

2

2

3
3

1

1

11

22

5

4

383838

3

13

24

1 2 4

8

1

2

2

2

2

1

1

1 2
2

2

2

3

19

98

2

2

38

32

24

5

44

5

22

2

1
7

58

15

5

7
1

7

8

1

4

15

1

2

4

2
4

2

6

19

98

2

2

38

32

24

5

444444

5

22

2

1
7

58

15

5

7
1

7

8

1

4

15

1

2

4

2
4

2

6

基数

443 4億1,445 94運　転　中

143 1億5,684 110建設・計画中
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（万kW）
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【図 4】

C
O
²
排
出
削
減
を

　
　
　
　
　  

原
子
力
で
実
現
す
る
中
国

　
　
　
～
世
界
は
原
子
力
断
念
せ
ず
～

【グラフ 8】

は
、
日
本
と
イ
タ
リ
ア
・
英
国
・
米
国
は
ガ
ス
、
韓
国
・
中
国
・

ド
イ
ツ
で
は
石
炭
、
フ
ラ
ン
ス
が
原
子
力
と
な
っ
て
い
ま
す
。
特

に
中
国
で
は
石
炭
の
割
合
が
7
割
に
も
及
び
、
こ
の
結
果
、

C
O
²
排
出
量
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
C
O
²
排
出
量
は
、
次

の
【
グ
ラ
フ
８
】
を
ご
覧
に
な
る
と
明
白
で
す
が
、
中
国
が

2
0
0
0
年
以
降
の
経
済
成
長
と
と
も
に
排
出
量
が
急
増
し
て
い

ま
す
。
も
っ
と
も
2
0
1
4
年
以
降
の
排
出
量
が
横
ば
い
で
す
が
、

こ
の
理
由
に
は
原
子
力
の
存
在
が
大
き
く
寄
与
し
て
い
ま
す
。

そ
こ
で
原
子
力
に
目
を
転
じ
る
と
、【
図
４
】
は
世
界
の
原
子
力

発
電
所
の
運
転
中
な
ら
び
に
建
設
・
計
画
分
を
見
た
も
の
で
す
。

2
0
1
9
年
1
月
時
点
で
、
運
転
中
で
は
米
国
・
フ
ラ
ン
ス
・
中

国
・
日
本
・
ロ
シ
ア
の
順
と
な
り
、
前
年
の
順
位
か
ら
中
国
が
日

本
を
逆
転
し
ま
し
た
。
さ
ら
に
中
国
は
建
設
・
計
画
分
で
も
群
を

抜
い
て
お
り
、
中
国
は
名
実
と
も
に
原
子
力
大
国
に
変
貌
致
し
ま

し
た
。
こ
の
原
子
力
計
画
の
推
進
は
、
最
新
の
中
国
の
5
か
年
計

画
（
2
0
1
6
～
2
0
2
0
年
）
に
お
い
て
も
反
映
さ
れ
て
お
り
、

G
D
P
6
･
5
％
を
維
持
す
る
た
め
の
電
力
投
資
と
非
化
石
燃
料
割

合
を
高
め
る
に
は
原
子
力
が
不
可
欠
で
あ
る
と
い
っ
た
姿
勢
で
す
。

中
国
以
外
で
も
、
ロ
シ
ア
や
イ
ン
ド
も
10
基
以
上
の
計
画
が
あ

【グラフ 7】
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【グラフ 9】

出典：資源エネルギー庁資料を基に作成

2030年度　日本のエネルギーミックス
●2030年度の電源構成は前回と変わらず
●CO₂排出量の－26％（2030年度）－80％（2050年度）目標は、相当の覚悟とイノベーションがないと困難か

●最終エネルギー需要 ●電源構成 ●CO2排出量【参考・試算】
　（エネルギー起源ベース）
12.4億トン

9.3億トン

【－26％】【－80％】

2.5億トン

2013年度2013年度 2030年度2030年度
2013年度2013年度
（実績）（実績）

2030年度2030年度
（省エネ対策後）（省エネ対策後）

（対策前）（対策前）

2030年度2030年度
2050年度2050年度

3.61億kl

電　力
25％

熱
ガソリン
都市ガス等
75％

電　力
28％程度

再エネ
22～24％程度

原子力
22～20％程度

石油
3％程度

LNG
27％程度

石　炭
26％程度

3.26
億kl程度

熱
ガソリン
都市ガス等
72％程度

経済成長
1.7％/年

徹底した省エネ
5,030万kl
程度削減

3.76億kl
10,650億kWh
程度

（総発電電力量）

家庭 1,160万kl家庭 1,160万kl
家庭

3.7～4.5％程度
家庭

3.7～4.5％程度

太陽光
7.0％程度
太陽光
7.0％程度

風力
1.7％程度
風力
1.7％程度

電力
関係分
5.7
億トン

電力
関係分
5.7
億トン

地熱
1.0～1.1％
程度

地熱
1.0～1.1％
程度

水　力
8.8～9.2％程度
水　力

8.8～9.2％程度

運輸 1,607万kl運輸 1,607万kl

業務 1,226万kl業務 1,226万kl

産業 1,042万kl産業 1,042万kl

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
み
る

　
　
　 

　
　
　
　
　 

原
子
力
と
再
エ
ネ

　
　
　
～
エ
ネ
基
本
計
画
実
現
の
鍵
～

り
、
世
界
的
に
見
れ
ば
原
子
力
の
開
発
は
進
ん
で
い
き
ま
す
。
先

述
し
た
中
東
の
U
A
E
に
お
い
て
も
、
韓
国
と
の
技
術
協
力
に
よ

り
2
0
2
1
年
に
は
1
号
機
（
1
4
0
万
kW
）
の
営
業
運
転
開
始

が
予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
世
界
を
見
る
と
、
将
来
的
に
は
出
力
30
万
kW
級
の
小

型
原
子
炉
（
S
M
R
）
の
開
発
や
マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
社
を
創
設

し
た
ビ
ル
・
ゲ
イ
ツ
氏
も
参
画
し
て
い
る
小
型
次
世
代
原
子
炉

（
T
W
R
）
等
、
原
子
力
に
関
わ
る
新
技
術
の
開
発
は
確
実
に
進

ん
で
い
き
ま
す
。
私
た
ち
も
、
こ
の
よ
う
な
世
界
の
潮
流
を
し
っ

か
り
と
認
識
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
ま
す
。

さ
て
、
こ
の
よ
う
な
動
き
の
中
で
、
日
本
は
ど
う
で
し
ょ
う
か
。

【
図
５
】
は
日
本
の
原
子
力
の
現
状
を
見
た
も
の
で
す
が
、
再
稼
働

は
わ
ず
か
9
基
に
し
か
す
ぎ
ま
せ
ん
。
こ
の
い
ず
れ
も
が
加
圧
水

型
原
子
炉
（
P
W
R
）
タ
イ
プ
で
、
東
北
地
域
で
東
京
電
力
㈱
や

東
北
電
力
㈱
が
有
す
る
沸
騰
水
型
（
B
W
R
）
は
、
こ
れ
か
ら
と

い
う
段
階
で
す
。

そ
こ
で
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
中
で
、
原
子
力
が
ど
う

位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
か
を
み
た
の
が【
グ
ラ
フ
９
】
に
な
り
ま
す
。

こ
れ
は
、
2
0
3
0
年
や
2
0
5
0
年
に
向
け
た
日
本
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
政
策
の
方
向
性
を
定
め
た
も
の
で
、昨
年
（
2
0
1
8
年
）
の

7
月
に
「
第
五
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」
と
し
て
ま
と
め
ら
れ

ま
し
た
。
こ
の
中
で
は
、
2
0
3
0
年
度
発
電
電
力
量
に
占
め
る

原
子
力
の
割
合
は
20
～
22
%
を
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
設

備
容
量
で
見
れ
ば
3
0
0
0
万
～
3
5
0
0
万
kW
に
相
当
し
ま

す
。
そ
こ
で
、
再
度
【
図
5
】
に
よ
る
日
本
の
原
子
力
の
実
情
を

み
た
場
合
、
現
在
廃
炉
を
除
い
た
全
て
の
既
設
分
の
発
電
能
力
を

合
わ
せ
る
と
3
8
0
0
万
kW
に
な
り
ま
す
が
、
こ
れ
か
ら
40
年
間

の
運
転
期
間
を
迎
え
る
と
2
0
3
0
年
に
は
2
4
0
0
万
kW
に
低

下
し
て
し
ま
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
40
年
の
運
転
期
間
を
少
な

く
と
も
全
基
60
年
ま
で
に
延
長
す
る
こ
と
や
新
増
設
が
進
ま
な
い

と
、
や
が
て
2
0
5
0
年
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
バ
ラ
ン
ス
も
覚
束
な
い

こ
と
に
な
り
ま
す
。
原
子
力
で
重
要
な
の
は
、
安
全
が
確
認
さ
れ

た
原
子
力
の
再
稼
働
を
進
め
る
こ
と
と
運
転
期
間
の
延
長
や
新
増

設
リ
プ
レ
ー
ス
も
着
実
に
進
め
る
こ
と
で
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
全

保
障
を
確
保
し
な
が
ら
国
際
的
な
責
務
も
果
た
す
こ
と
に
尽
き
る

の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

も
う
一
つ
の
目
標
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
再
エ
ネ
）
の

導
入
で
す
。
同
じ
く
【
グ
ラ
フ
９
】
の
中
で
は
2
0
3
0
年
の
再

エ
ネ
比
率
を
22
～
24
％
と
謳
っ
て
い
ま
す
。
2
0
1
7
年
時
点

の
再
エ
ネ
比
率
は
、
次
の
【
グ
ラ
フ
10
】（
20
ペ
ー
ジ
）
の
よ
う
に

2
0
1
7
年
時
点
で
16
･
1
％
、
水
力
を
除
く
と
8
･
1
%
に
し

か
す
ぎ
ま
せ
ん
。
こ
れ
を
2
0
3
0
年
に
は
水
力
除
き
で
13
･
4

東京電力HD㈱
柏崎刈羽原子力発電所

稼働中7基、停止中2基（起動日） （許可日） （申請日）

令和元年5月24日時点

再稼働
9基

（H29.12.27）

（H26.8.12）

（H27.11.5）

設置変更許可
6基

北陸電力㈱
志賀原子力発電所

（H28.10.5）

（H30.3.14）（H30.5.9）

（H28.4.20）

（H25.12.25）（H30.8.10）

（H30.3.23）（H30.6.16）

（H27.8.11）（H27.10.15）

（H29.6.6）（H29.5.17）

日本原子力発電㈱
敦賀発電所

（H25.7.8）

（H26.12.16）

北海道電力㈱
泊発電所

電源開発㈱
大間原子力発電所

関西電力㈱
美浜発電所

（H28.8.12）
（H27.6.16）（H26.2.14）

四国電力㈱
伊方発電所

関西電力㈱
大飯発電所

関西電力㈱
高浜発電所

中国電力㈱
島根原子力発電所

九州電力㈱
玄海原子力発電所

九州電力㈱
川内原子力発電所

新規制基準
審査中
12基

（H26.6.10）

（H25.12.27）

（H30.9.26）

平成30年6月14日、東京電力HD㈱は、福島第二源発を廃炉の方向で検討を進める旨を表明

未申請
9基

廃炉
決定済・検討中
廃炉

決定済・検討中
24基24基

東京電力HD㈱
東通原子力発電所

東北電力㈱
東通原子力発電所

東北電力㈱
女川原子力発電所

東京電力HD㈱
福島第一原子力発電所

東京電力HD㈱
福島第二原子力発電所

日本原子力発電㈱
東海・東海第二発電所

中部電力㈱
浜岡原子力発電所

●資源の乏しい我が国において、①安定供給の確保、②電力コストの引下げ、③CO₂排出の抑制の3点を実現するには、原子力発電は不可欠
●再稼働にあたっては、安全性を最優先に新規制基準に適合することが必要

出典：資源エネルギー庁HP 原子力政策について 
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【図 5】
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出典：資源エネルギー庁 日本のエネルギー2018 平成31年3月

主要国で見る再生可能エネルギー導入比率（2017年）

■原子力　■天然ガス　■石油その他　■石炭　■水力　■再生エネルギー（水力除く）

●再生可能エネルギーは発電時にCO₂を排出せず、エネルギー自給率の向上にも貢献
●我が国の発電電力量に占める再エネ比率は2017年時点で16.1％(水力を除くと8.1％)で、　
　主要国と比べると低いのが現状　　　今後も高める努力が必要
●なお、再エネは国の産業政策にも深く関与していることにも留意！（中国太陽光等）

33.6%

ドイツ

（発電電力量に占める割合）

再エネ比率
（2017年）

32.4%

スペイン

再エネ比率
（2017年）

29.7%

イギリス

再エネ比率
（2017年）

16.5%

フランス

再エネ比率
（2017年）

35.6%

イタリア

再エネ比率
（2017年）

17.0%

アメリカ

再エネ比率
（2017年）

65.7%

カナダ

再エネ比率
（2017年）

24.9%

中国

再エネ比率
（2015年）

16.1%

日本

再エネ比率
（2017年）
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【グラフ 10】
～
14
･
4
％
に
引
き
上
げ
る
シ
ナ
リ
オ
で
す
。
2
0
1
2
年
以

降
、
再
エ
ネ
の
伸
び
は
年
率
で
26
％
も
急
伸
し
て
い
ま
す
が
、

こ
の
背
景
に
は
、
同
じ
時
期
に
導
入
し
た
固
定
価
格
買
取
制
度

（
F
I
T
）
が
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。
こ
の
制
度
に

お
け
る
買
取
価
格
は
再
エ
ネ
源
の
種
別
毎
で
変
わ
り
ま
す
が
、
導

入
当
初
に
最
も
高
く
設
定
さ
れ
た
の
が
太
陽
光
で
、
事
業
用
40
円

／
kW
と
住
宅
用
42
円
／
kW
で
し
た
が
、
2
0
1
9
年
度
は
そ
れ
ぞ

れ
14
円
、
24
〜
26
円
に
低
下
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
買
取
価
格
は
電
気
料
金
に
転
嫁
さ
れ
ま
す
の
で
、
国

民
の
負
担
額
も
大
き
く
、
今
や
年
間
1
万
6
2
0
円
と
見
込
ま

れ
ま
す
〈【
グ
ラ
フ
11
】（
21
ペ
ー
ジ
）
参
照
〉。
今
後
も
同
様
の

制
度
で
再
エ
ネ
導
入
を
拡
大
す
る
と
国
民
負
担
が
さ
ら
に
高
ま

る
こ
と
も
予
想
さ
れ
、
国
は
廃
止
も
選
択
肢
の
中
に
入
れ
な
が

ら
、
今
夏
ま
で
に
制
度
の
在
り
方
を
検
討
す
る
予
定
で
す
。
因

み
に
、
同
様
の
制
度
を
い
ち
早
く
導
入
し
た
ド
イ
ツ
で
は
、
年

間
約
3
万
2
0
0
0
円
の
負
担
に
な
り
制
度
見
直
し
が
進
ん
だ

結
果
、
現
在
で
は
固
定
で
は
な
く
市
場
価
格
と
連
動
し
た
制
度

に
移
行
し
て
お
り
ま
す
。
い
ず
れ
に
し
て
も
我
が
国
も
、
政
策

的
な
観
点
か
ら
導
入
を
促
進
し
た
再
エ
ネ
の
位
置
付
け
を
し
っ

か
り
議
論
し
て
、
将
来
の
目
標
値
を
構
築
す
る
時
期
を
迎
え
た

と
い
え
ま
す
。

な
お
、
再
エ
ネ
は
国
の
産
業
政
策
に
も
大
き
く
影
響
し
ま
す
。

【
グ
ラ
フ
12
】（
22
ペ
ー
ジ
）
を
ご
覧
下
さ
い
。
こ
れ
は
、「
我
が

国
の
太
陽
光
発
電
パ
ネ
ル
の
国
内
外
比
率
」（
左
の
棒
グ
ラ
フ
）と

「
世
界
の
太
陽
電
池
生
産
量
」（
右
の
円
グ
ラ
フ
）
を
見
た
も
の

C
O
²
削
減
に
向
け
た
課
題

　
　
　
～
国
際
的
な
責
務
を
果
た
す

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　  

矜
持
が
必
要
～

で
す
が
、
こ
こ
で
読
み
取
れ
る
の
は
、
か
つ
て
世
界
を
牽
引
し

た
日
本
の
パ
ネ
ル
メ
ー
カ
ー
に
代
わ
り
、
我
が
国
に
お
い
て
も

海
外
シ
ェ
ア
が
高
ま
り
、
し
か
も
世
界
的
に
は
中
国
が
生
産
量

を
席
捲
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
す
。
中
国
は
、
こ
れ
ま
で
国

策
と
し
て
太
陽
電
池
の
生
産
を
後
押
し
し
て
お
り
、
日
本
ば
か

り
で
な
く
中
央
ア
ジ
ア
や
ア
フ
リ
カ
に
も
輸
出
先
を
拡
大
し
て

い
ま
す
。
か
つ
て
ド
イ
ツ
も
旧
東
独
内
の
産
業
育
成
の
た
め
、

「
Q
セ
ル
ズ
」と
い
う
太
陽
光
電
池
モ
ジ
ュ
ー
ル
会
社
を
設
立
し
、

一
時
世
界
有
数
の
メ
ー
カ
ー
と
な
り
ま
し
た
が
、
中
国
と
の
価

格
競
争
に
敗
れ
、
そ
の
後
破
綻
、
現
在
で
は
韓
国
資
本
の
注
入

で
再
生
し
、
我
が
国
で
も
実
績
を
伸
ば
し
て
き
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
今
後
日
本
の
再
エ
ネ
に
つ
い
て
は
、
洋
上
風
力
も

大
き
な
目
玉
に
な
る
と
思
い
ま
す
が
、
メ
ー
カ
ー
は
ほ
と
ん
ど

海
外
（
主
に
欧
州
・
中
国
）
に
頼
ら
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
再
エ

ネ
の
導
入
に
よ
り
外
資
が
日
本
市
場
を
席
捲
す
る
こ
と
は
、
我

が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
政
策
に
お
い
て
も
、
影
響
が
少
な
く

あ
り
ま
せ
ん
。
つ
ま
り
、
国
の
役
割
と
民
間
で
あ
る
産
業
界
の

役
割
が
大
き
く
問
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
と
考
え
ま
す
。

さ
て
、
前
記
【
グ
ラ
フ
９
】（
18
ペ
ー
ジ
）
の
右
側
に
は
、
我
が



●再エネを有望なビジネス市場とみて、世界の電力・メーカーなどは活発な動き
●すでに太陽光パネルは、中国製品が圧倒的（コスト面から？）
●我が国では、機器類は、すでに国産から海外製品にシフトする中で、国内産業振興とエネルギー安全保障の両立が課題となる
●さらに現在は太陽光が主流だが、これから風力も海外メーカーに席捲か（洋上風力も）

我が国の太陽光発電の国内外パネル比率（2015年） 世界の太陽電池（モジュール）生産量（2016年）

出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書」（平成29年度版）

■海外製品　■国内製品
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再エネ導入に関わる諸課題

全世界
7,806万 kW 中国

69％
韓国
7％

マレーシア
7％

日本
4％

米国
2％

欧州　4％ その他　3％

シンガポール　2％

台湾　2％
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【グラフ 12】

国
の
国
際
公
約
を
果
た
す
上
で
の
C
O
²
排
出
削
減
量
を
記
載

し
ま
し
た
が
、
2
0
1
3
年
度
比
で
2
0
3
0
年
度
に
26
％
減
、

2
0
5
0
年
度
は
80
％
減
の
2
･
5
億
ト
ン
が
目
標
で
す
。
し

か
し
2
0
1
3
年
度
に
お
け
る
電
力
関
係
分
だ
け
で
5
･
7
億

ト
ン
の
C
O
²
排
出
量
が
あ
る
中
で
、
他
の
産
業
（
特
に
鉄
鋼
・

化
学
産
業
）
も
含
め
て
2
･
5
億
ト
ン
の
達
成
に
は
、
従
来
に

な
い
科
学
技
術
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
国
が

提
起
す
る
野
心
的
シ
ナ
リ
オ
を
産
学
官
挙
げ
て
ど
の
程
度
実
現

で
き
る
の
か
、
正
に
日
本
の
矜
持
が
問
わ
れ
ま
す
。

な
お
、
C
O
²
排
出
を
起
因
と
す
る
温
暖
化
や
地
球
環
境
問

題
は
、
国
際
的
な
協
議
機
関
で
あ
る
「
I
P
C
C
」（
国
連
気
候

変
動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル
）
や
「
C
O
P
」（
国
連
気
候
変

動
枠
組
条
約
締
約
国
会
議
）
の
議
論
を
待
た
ず
に
、
各
国
が
率

先
し
て
取
り
組
む
べ
き
課
題
で
す
。
我
が
国
に
お
い
て
も
、
化

石
燃
料
に
過
度
に
依
存
せ
ず
、
原
子
力
や
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

な
ど
、
バ
ラ
ン
ス
の
取
れ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
構
造
を
考
え
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。
東
北
エ
ネ
ル
ギ
ー
懇
談
会
で
も
、
本
年
5
月
に

60
周
年
を
迎
え
た
こ
と
を
機
会
に
、
こ
の
問
題
と
課
題
を
広
く

問
い
か
け
て
い
き
た
い
と
考
え
る
次
第
で
す
。

で
は
次
に
大
き
な
テ
ー
マ
と
し
て
、
こ
れ
ま
で
触
れ
て
き
た

国
内
外
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
電
力
事
情
を
踏
ま
え
、
東
北
地
域
に

は
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
る
か
を
考
え
て
い
き
ま
す
。

【グラフ 11】

賦課金賦課金

0.22円
相当
（1%）

0.22円
相当
（1%）

賦課金賦課金

0.35円
相当
（2%）

0.35円
相当
（2%）

0.75円
相当
（3%）

0.75円
相当
（3%）1.58円

相当
（8%）

1.58円
相当
（8%）

2.25円
相当
（12%）

2.25円
相当
（12%）

0.22円
相当
（1%）

0.22円
相当
（1%）

0.35円
相当
（1%）

0.35円
相当
（1%）

0.75円
相当
（3%）

0.75円
相当
（3%）1.58円

相当
（6%）

1.58円
相当
（6%）

2.25円
相当
（9%）

2.25円
相当
（9%）

2.64円
相当
（10%）

2.64円
相当
（10%）

2.64円
相当
（14%）

2.64円
相当
（14%）

（円/kWh）

20

18

16

14

12
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26

24

22

20

18

16

14

12

10 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

(　)内は電気料金に占める賦課金の割合

（注）発受電月報、各電力会社決算資料等をもとに資源エネルギー庁作
成。グラフのデータには消費税を含まないが、併記している賦課
金相当額には消費税を含む。なお、電力平均単価のグラフではFIT
賦課金減免分を機械的に試算・控除の上で賦課金額の幅を図示。

出典：省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会第13回再生可能エネルギー大量導入･次世代電力ネットワーク小委員会 2019年4月22日

FIT導入に伴う費用負担

国民負担の増大と電気料金への影響 2018年度までの累計：買取費用11兆5,439億円 賦課金8兆7,430億円

2019年度見込
（2019年5月～2020年4月）
月300kwh使用で
月885円・年10620円

●2019年度の買取費用総額は3.6兆円、賦課金総額は2.4兆円。再エネ比率10％→16%（＋6%：2017年度）に約2兆円/年
の賦課金を投じた。今後、16％→24%（＋8%）を+約１兆円/年で実現する必要がある。

旧一般電気事業者の電気料金平均単価と賦課金の推移

（注）2017～ 2019 年度の買取費用総額・賦課金総額は試算ベース。2030 年
度賦課金総額は、買取費用総額と賦課金総額の割合が 2030 年度と
2017 年度が同一と仮定して算出。kWh 当たりの買取金額・賦課金は、
（１）2017年度については、買取費用と賦課金については実績ベースで
算出し、（２）2030年度までの増加分については、追加で発電した再エネ
が全てＦＩＴ対象と仮定して機械的に、①買取費用は総買取費用を総再
エネ電力量で除したものとし、②賦課金は賦課金総額を全電力量で除し
て算出。

電力料
産業用
業務用

電灯料
（家庭用）

2030年度2012年度 2017年度

再エネ比率 24 %
買取費用総額 4.0兆円
賦課金総額 3.1兆円

再エネ比率 + 6%
買取費用 35円/kWh
賦 課 金 2.6円/kWh

再エネ比率 +8%
買取費用 16円/kWh
賦 課金 0.9円/kWh

再エネ比率 10%

2019年度

兆
兆

3.6
2.4

買取費用総額 円
賦課金総額 円

再エネ比率 16%
買取費用総額 2.7兆円

賦課金総額 2.1兆円

前年度からの
買取費用総額の伸び率

参考:
消費税１％増税で
2.8兆円増収

2012⇒2013
　＋92%

2013⇒2014
　＋88%

2014⇒2015
　＋104%

2015⇒2016
　＋25%

2016⇒2017
　＋18%
2016⇒2017
　＋18%

2017⇒2018
　＋13%
2017⇒2018
　＋13%

2018⇒2019
　＋17%
2018⇒2019
　＋17%

（実績：2.4兆円）

（実績：2.2兆円）



●東北の県内総生産は全国の８％だが低下傾向
●2000年以降で生産が伸びたのは宮城県のみで2012年に新潟を抜く

出典：内閣府「県民経済計算」　等

東北圏の概要「県別総生産（名目）の推移」

■青森　■岩手　■宮城　■秋田　■山形　■福島　■新潟　　構成比
［兆円］

県別総生産

［％］

東北圏の全国割合
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【グラフ 14】 【グラフ 13】

年少人口

老年人口

生産年齢人口

［万人］
総人口 年少人口（0～14歳） 老年人口（65歳以上）生産年齢人口（15～64歳）
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977
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●東北圏の人口は1995年をピークに減少、震災後は加速化（若者の首都圏流出も）

（＊）東北圏・・・東北６県と
新潟県を含む広域的
な地域づくりの観点か
らの総称

出典：総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」より東北活性化研究センター作成

東北圏の長期人口の推移

ま
ず
、【
グ
ラ
フ
13
】
を
ご
覧
下
さ
い
。
こ
れ
は
東
北
6
県
お
よ

び
新
潟
県
を
総
称
し
た
「
東
北
圏
」（
以
下
「
東
北
」）
の
人
口

推
移
を
2
0
4
0
年
ま
で
俯
瞰
し
た
も
の
で
す
。
東
北
は
、
人

口
が
全
国
の
約
1
割
、
面
積
で
2
割
、
経
済
規
模
で
は
欧
州
の

オ
ー
ス
ト
リ
ア
と
遜
色
が
な
い
と
言
わ
れ
ま
す
が
、
ま
ず
人
口
は

1
9
9
5
年
を
ピ
ー
ク
に
減
少
し
始
め
、
2
0
1
1
年
の
東
日
本

大
震
災
を
契
機
と
し
て
そ
の
減
少
度
は
一
層
加
速
し
て
い
ま
す
。

し
か
も
若
者
の
首
都
圏
流
出
の
流
れ
に
歯
止
め
は
か
か
ら
ず
、
加

え
て
、
65
歳
以
上
の
老
年
人
口
に
代
表
さ
れ
る
高
齢
化
の
割
合
も

進
ん
で
い
ま
す
。
そ
の
結
果
、
地
域
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
や
産
業
を

支
え
る
人
財
の
確
保
に
も
深
刻
な
影
響
を
及
ぼ
し
つ
つ
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
経
済
面
で
は
、【
グ
ラ
フ
14
】
よ
う
に
、
県
内
総
生
産
で

は
全
国
の
7
･
8
％
を
占
め
て
い
ま
す
が
、
そ
の
割
合
は
や
や
低

下
気
味
に
あ
り
ま
す
。
県
別
で
み
た
額
は
、宮
城
県
が
第
一
位
で
、

次
い
で
新
潟
・
福
島
県
で
す
が
、
2
0
0
0
年
以
降
で
伸
び
て

い
る
の
は
宮
城
県
の
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。
宮
城
県
は
商
業
・

サ
ー
ビ
ス
業
な
ど
の
第
三
次
産
業
の
比
率
が
や
や
高
く
、
製
造
業

関
係
が
比
較
的
多
い
新
潟
・
福
島
県
よ
り
も
、
震
災
後
に
第
三
次

産
業
が
依
存
す
る
物
流
拠
点
機
能
が
高
ま
っ
た
こ
と
と
製
造
部

門
に
お
い
て
も
自
動
車
関
連
産
業
の
集
積
化
に
よ
る
寄
与
が
大

き
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

東
北
圏
の
姿

　
　
　
～
厳
し
い
人
口
減
少
と
現
下
の
経
済
～

そ
こ
で
、
県
内
総
生
産
を
生
み
出
す
源
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

を
見
た
の
が
【
グ
ラ
フ
15
】（
25
ペ
ー
ジ
）
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
は

国
の
統
計
か
ら
2
0
0
5
年
と
2
0
1
5
年
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

を
燃
料
毎
に
抽
出
し
た
も
の
で
す
が
、
い
ず
れ
の
県
も
石
油
消
費

が
第
一
位
に
あ
り
ま
す
。
消
費
量
は
宮
城
県
を
除
き
減
少
し
て
い

る
と
は
い
え
、
一
層
の
脱
石
油
化
を
進
め
る
こ
と
は
各
県
共
通
の

課
題
に
な
る
と
思
い
ま
す
。
県
別
の
特
徴
を
見
て
み
ま
す
と
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
が
伸
び
て
い
る
の
は
宮
城
県
の
み
で
、
前
述
の
県

内
総
生
産
の
伸
び
に
比
例
し
て
い
る
部
分
が
あ
る
か
も
し
れ
ま

せ
ん
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
絶
対
量
の
多
い
の
は
新
潟
県
で
す

が
、
石
油
消
費
割
合
は
最
も
低
く
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
地
元

産
出
の
天
然
ガ
ス
（
黄
緑
グ
ラ
フ
）
の
多
い
こ
と
が
寄
与
し
て
い

ま
す
。
青
森
県
で
は
、地
元
の
製
紙
工
場
等
が
使
用
す
る
石
炭（
青

グ
ラ
フ
）
の
消
費
量
の
多
い
の
が
目
立
ち
ま
す
。
電
力
は
、
20
～

30
％
台
の
割
合
で
す
が
、
い
ず
れ
の
県
も
増
加
基
調
に
あ
り
、
山

形
県
が
37
％
と
最
も
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。
産
業
用
電
気
料
金
の

低
下
も
増
加
の
一
因
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

こ
こ
で
モ
ノ
づ
く
り
に
関
わ
る
製
造
部
門
に
占
め
る
県
内
総
生

産
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
見
た
の
が
【
グ
ラ
フ
16
】（
26
ペ
ー

ジ
）
で
す
。
全
体
と
し
て
は
、
県
内
総
生
産
へ
の
寄
与
度
の
高
い

東
北
圏
の
経
済
活
動
に
お
け
る

　
　
　 

　
　
　 

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
動
向

　
　
　
～
引
き
続
き
脱
石
油
を
推
進
～



東京都
総　生　産

エネルギー

新潟県
総　生　産

エネルギー

福島県
総　生　産

エネルギー

山形県
総　生　産

エネルギー

宮城県
総　生　産

エネルギー

岩手県
総　生　産

エネルギー

秋田県
総　生　産

エネルギー

●県内総生産の寄与度の高い建設・機械部門のエネルギー消費は低い
●一方、製紙や化学部門等のエネルギー消費は格段に高くなる

※単位：％　　　出典：総合エネルギー統計　等

産業部門別にみた県内総生産・エネルギー消費割合（二次産業）

■他■機械
■石油製品

■窯業・土石
■鉄・非鉄等

■紙・パルプ・木工
■化学

■食品・飲料
■繊維

■鉱業
■建設

製造製造

青森県
総　生　産

エネルギー 3325 1

282

37

18 4

3

10

1

6

5 9 11

6 9

1132

98

93

3

5

21

2

12

35

1 3

20

14 10 2

5 1

826

713

87

33

2

7

19

12

14

7 9 4

13 8

928

1811

121 21

21

7

6

6

21

3

10 7 3

3 5

941

339

254 6

46

47

3 110 2 5 23

6 6

64

4

2

1

1

2

158 11 2

50

8 5 4

8274

42

3119 2

2

5

4 5 13 14

21

18

3

5

3512128

34230

1

9

7253 97

145281 1362211

（参考）

●最終エネルギー消費の燃料種別を見ると石油関係が主体で、再エネはわずか
●青森で石炭が多いのは製紙部門の消費反映、山形は電力が最多

※単位：括弧値はTJ（テラジュール：10の12乗ジュール）グラフ内は%　　  出典：総合エネルギー統計　等

県別最終エネルギー消費量の比較

■石油
■石炭
■ガス
■再生エネルギー
■電力

（234.507）
（262.992）

（176.725）
（156.007）

（71.018）
（87.122）

（222.166）
（215.089）

（102.177）
（115.740）

（85.744）
（99.526）

（138.492）
（152.358）

新潟県
2005

2015

福島県
2005

2015

山形県
2005

2015

宮城県
2005

2015

岩手県
2005

2015

秋田県
2005

2015

青森県
2005

2015

9 227952

9 24102531
9 2272239

10 3241043
6 293754

8 187853

371052
34857

9 316845
6 284656

6 2914841
2886

1

2

1
54

23861945
23841848

　　2526　　ひろば　495 号

【グラフ 16】 【グラフ 15】

建
設
（
黄
緑
グ
ラ
フ
）・
機
械
（
水
色
グ
ラ
フ
）
部
門
に
お
け
る

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
が
低
い
こ
と
が
伺
わ
れ
ま
す
。
機
械
部
門
で
は

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化
が
進
ん
で
い
る
こ
と
が

要
因
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
一
方
、青
森
県
や
秋
田
県
は
紙
パ
ル
プ
・

木
工
類
（
黄
グ
ラ
フ
）
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
多
い
割
に
は
、
総

生
産
額
が
低
く
、
今
後
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
向
上
の
余
地
が
あ
る

と
い
え
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
製
造
部
門
に

お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化
は
、
東
北
の
産
業
進
展
の
カ
ギ
を
握

る
大
き
な
一
つ
の
課
題
で
あ
る
と
言
え
ま
す
。

で
は
次
に
「
東
北
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
電
力
事
情
」
を
俯
瞰
し
て

み
ま
す
。【
図
6
】（
27
ペ
ー
ジ
）
は
、
東
北
経
済
産
業
局
の
資
料

を
基
に
作
成
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ッ
プ
（
2
0
1
8
年
度
）
で
す

が
、
東
北
に
は
様
々
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
が
賦
存
す
る
の
が
お
分

か
り
に
な
る
と
思
い
ま
す
。
原
子
力
は
停
止
中
も
し
く
は
廃
炉
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
大
規
模
な
化
石
燃
料
電
源
か
ら
風
力
・
地
熱
・

水
力
等
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
も
広
く
賦
存
し
、
新
規
の
計
画

も
相
次
い
で
い
ま
す
。
こ
こ
に
記
載
は
あ
り
ま
せ
ん
が
太
陽
光
も

同
様
で
す
。

そ
こ
で
東
北
の
県
別
の
発
電
実
績
を
見
て
み
ま
す
と
【
グ
ラ
フ

17
】（
28
ペ
ー
ジ
）
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
は
特
定
の
電
力

東
北
圏
の
電
力
情
勢

　
　
　
～
県
別
に
特
徴
的
な
電
力
資
源
～



全　国

東京都

新潟県

福島県

山形県

宮城県

岩手県

秋田県

●原子力は全国で3％で東北はゼロ、全国も東北も火力依存
●岩手は（公営）水力が突出、青森・岩手は風力・太陽光も顕著（青森は六ケ所）

 出典：総合エネルギー統計（都道府県別発電実績）　等

都道府県別発電実績（2017年）

■火力　■水力　■原子力　■再生エネルギー　■風力　■太陽光　■地熱　■バイオ

青森県
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（参考）
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【グラフ 17】

再
エ
ネ
を
め
ぐ
る
動
き
と
注
目
点

　
　
　
～
転
換
点
を
迎
え
る
太
陽
光
と

　
　
　
　
　
　  

外
資
比
重
の
大
き
い
風
力
～

会
社
ベ
ー
ス
で
は
な
く
、
各
県
の
発
電
実
績
を
国
の
統
計
か
ら

拾
っ
た
も
の
で
す
が
、
特
徴
点
を
申
し
上
げ
ま
す
。
ま
ず
、
岩
手

県
の
青
い
グ
ラ
フ
で
大
き
い
の
が
「
水
力
」
で
す
。
県
企
業
局
の

保
有
す
る
水
力
発
電
分
が
反
映
さ
れ
て
お
り
山
形
県
や
新
潟
県
も

同
様
で
す
。
青
森
県
で
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
比
率
が
40
％

に
上
り
、風
力
が
半
分
を
占
め
他
に
太
陽
光
・
バ
イ
オ
発
電
と
な
っ

て
い
ま
す
。
風
況
に
恵
ま
れ
た
下
北
半
島
を
中
心
に
巨
大
な
風
力

群
が
林
立
し
て
い
ま
す
。
な
お
、
石
油
・
ガ
ス
・
石
炭
火
力
な
ど

大
規
模
発
電
事
業
者
の
有
す
る
発
電
所
の
立
地
す
る
県
は
、
そ
の

分
、
火
力
の
比
率
が
高
い
こ
と
も
伺
え
ま
す
。
一
方
、
全
国
で
は

3
％
の
原
子
力
は
、
東
北
で
は
現
状
ゼ
ロ
と
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
よ
う
な
中
で
、今
後
の
再
エ
ネ
導
入
状
況
を
見
た
の
が
【
グ

ラ
フ
18
】（
29
ペ
ー
ジ
）
で
す
。
こ
れ
は
2
0
1
8
年
12
月
時
点
で

国
が
集
約
し
た
固
定
価
格
買
取
制
度
に
基
づ
き
認
定
さ
れ
た
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
計
画
量
を
表
わ
し
て
お
り
、
青
森
・
秋
田
県

で
は
風
力
、
岩
手
・
宮
城
・
福
島
県
で
は
太
陽
光
が
大
勢
を
占
め

て
い
ま
す
。
殊
に
福
島
県
は
合
計
の
認
定
量
が
1
7
9
万
kW
に
も

及
び
（
右
グ
ラ
フ
参
照
）、
県
が
主
導
す
る
再
エ
ネ
政
策
と
、
国

の
後
押
し
も
あ
っ
て
、
事
業
者
側
も
相
当
の
期
待
を
寄
せ
て
い
る

【図 6】

出典：東北経済産業局資料を基に作成

東北圏のエネルギーマップ

大間町 ジェイウィンド 19.5

大間町 JP 1,383（未定）

横浜町 ユーラス 10.5

野辺地町 ユーラス 50

五所川原市 くろしお 15.4

三種町 エムウィンズ 28

秋田市 ユーラス 18

にかほ市 JP 24.8

遊佐町 庄内風力 14.6

酒田市 ジャパン・リニューアブル 16

酒田共火 酒田共火 1～2 700

東新潟 東北 1～5、港1～2 5,149

新潟 東北 5号 109

柏崎刈羽 東京 1～7 8,212

第二沼沢 東北 460

奥清津 JP 1,000

会津若松市 エコP 16

郡山市 JP 66

田村市他
ユーラス
JP

46
28

奥清津第2 JP 600

下郷 JP 1,000

柳津西山 東北 30

山葵沢 湯沢 42

上の岱 東北 28.8

秋田 東北 2～5 1,633

田子倉 JP 400

奥只見 JP 560

上越 中部

東北

1
2
1

1,190
1,190

572（2023）

胎内市 JEN胎内 20

秋田国家石油備蓄（450万㎘）

大沼
澄川

三菱マテ
東北

9.5
50

能代 東北 1～2
3

1,200
600（2020）

能代市 14.4
39.1

東北自然エネルギー
風の松原

由利本荘市 81
16.1

ユーラス
由利本荘

六ヶ所村
エコP
六ヶ所
二又

31.5
32.9
51

むつ小川原国家石油備蓄（570万㎘）

六ヶ所 日本原燃サイクル施設

JXエネルギー LNG基地

久慈国家石油備蓄（175万kℓ）

八戸 東北 5 416

葛巻町 JP 21

松川 東北自然エネルギー 23.5

葛根田 東北 1.2 80

釜石 ユーラス他 42.9

鬼首 JP 15（2024）

女川 東北 1～3 2,174（※）うち1T（524）廃止

東北・新仙台LNG基地

相馬LNG基地

仙台 東北 4 468

新仙台 東北 3-1
3-2

523
523

新地 相馬共火 1～2 2,000

相馬港LNG SK 1.2 1,180（2020）

原町 東北 1～2 2,000

福島第一
福島第二

東京 1～6 4,696（※）廃止
東京 1～4 4,400

広野 東京 1～6　4,400
IGCC　540（2021）

勿来 常磐共火 7～10　1,700
IGCC　540（2020）

東通村 ユーラス 76.8
エコP 27

東通
東京

東北

1
2
1
2

1,385
1,385
1,100
1,385

（未定）
（未定）

（未定）

風力発電所
地熱発電所
ガスパイプライン

原子力発電所
火力発電所
水力発電所

発電所 事業者 号機 出力（1,000kW）
（太陽光発電を除く）



●北東北(青森・秋田県）の風力、太平洋側の太陽光、地熱はほとんどなし
●山形・新潟県の認定量劣位、福島県は東北圏の3割を占める

県別　認定量（万kW） 県別　認定量割合（万kW、（％））

出典：固定価格量買取制度情報　公表用ウェブサイトより

東北圏の再エネ事業認定実績（201８年1２月）

合計
645万 kW
（100）

青森
108（17）

秋田
74（11）

岩手
76（12）

宮城
127（20）

山形
40（6）

新潟
41（6）

福島
179（28）

■太陽光
■風力
■水力
■地熱
■バイオ

※ 東北は全国の12％の割合
※ 左表の認定量とは四捨五入の関係で一致せず

新潟県

福島県

山形県

宮城県

岩手県

秋田県

青森県 42

42

63

26

3

2
561

32 243

150 10317

22 8

118

9

46

8 8

2

2

1

3
3

3

最近の要注目点（渡辺所感）
「太陽光の二次（セカンダリー）市場」
「バイオは輸入原料価格（為替等）に左右」
「風力は外資が洋上を席捲する動き」

　　2930　　ひろば　495 号

【図 7】

出典：東北電力㈱資料より

電力の需給調整

発電と需要について

周波数低下 周波数上昇

周波数を50Hz【±0.2】で管理
…東北は実際には[±0.01程度]

東北エリア
需要　＞　発電

東北エリア
需要　＜　発電

●電気は貯蔵できず、電力系統では需要と供給のバランスが崩れると周波数が変化するため、常に需給バランスを維持
するように運用（発電所の出力調整）
　　⇒　太陽光や風力の導入拡大が大きく影響
●再エネ電源が大量導入されると自然変動電源の出力変動幅の拡大に伴い、数分～20分程度の短周期変動に対する調整
力の不足が発生し、周波数（発電機の回転数）の変動が拡大する恐れ

●発電機の一定回転数を維持しないと広範な停電を停電につながる恐れ

周波数
50Hz50Hz

低 低
高高

消費する電気の量消費する電気の量 発電する電気の量発電する電気の量

周波数
50Hz50Hz

低 低
高高

消費する電気の量消費する電気の量 発電する電気の量発電する電気の量

こ
と
が
伺
わ
れ
ま
す
。

な
お
、
再
エ
ネ
に
関
す
る
最
近
の
注
目
点
と
し
て
は
三
点
指
摘
で

き
ま
す
。
一
つ
は
太
陽
光
で
す
が
、
F
I
T
導
入
時
期
が
早
く
、
買

取
価
格
も
高
か
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
初
期
の
事
業
者
が
数
年
で
利
益

確
定
し
、
次
な
る
買
い
手
に
承
継
し
、
事
実
上
の
二
次
市
場
が
形
成

さ
れ
て
い
る
こ
と
で
す
。
換
言
す
れ
ば
、
20
年
の
固
定
価
格
制
度
の

運
営
の
中
で
事
業
者
の
交
代
が
増
え
る
と
予
想
さ
れ
、
近
年
の
自
然

災
害
に
対
応
す
る
維
持
管
理
手
法
も
大
き
な
課
題
に
な
る
と
思
わ
れ

ま
す
。
二
つ
目
は
、
認
定
量
の
多
い
バ
イ
オ
発
電
の
場
合
は
、
海
外

か
ら
原
料
を
輸
入
す
る
計
画
分
に
つ
い
て
は
為
替
動
向
な
ど
の
長
期

の
見
通
し
が
立
て
に
く
く
な
り
、
導
入
に
は
一
定
の
限
界
も
出
る
可

能
性
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、
海
外
よ
り
も
国
産
の
木
材
チ
ッ
プ

や
間
伐
材
な
ど
を
利
用
す
る
計
画
分
に
は
増
加
す
る
余
地
が
あ
る
と

い
え
ま
す
。
3
点
目
は
風
力
で
す
が
、
す
で
に
国
産
メ
ー
カ
ー
の
生

産
縮
小
・
撤
退
が
相
次
ぐ
報
道
も
あ
り
、
欧
州
や
中
国
な
ど
の
外
資

が
陸
上
・
洋
上
を
含
め
て
機
器
を
席
捲
す
る
と
見
込
ま
れ
ま
す
。
こ

の
動
き
が
、
地
域
の
雇
用
に
ど
れ
だ
け
寄
与
・
反
映
で
き
る
か
、
官

民
挙
げ
て
し
っ
か
り
と
し
た
検
証
と
見
通
し
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

そ
こ
で
再
エ
ネ
導
入
に
関
わ
る
電
力
へ
の
影
響
と
対
応
状
況
を
見

て
み
ま
す
。【
図
7
】
を
ご
覧
下
さ
い
。
現
状
で
は
大
規
模
な
貯
蔵
が

電
力
運
用
に
お
け
る
再
エ
ネ
の
影
響

　
　
　
～
電
力
特
性
に
則
し
た
対
応
が
肝
要
～

【グラフ 18】

難
し
く
、「
発
電
即
消
費
」
の
電
力
は
、
図
に
書
か
れ
た
天
秤
の
よ

う
に
、
常
に
周
波
数
の
変
動
を
極
力
抑
え
な
が
ら
需
要
と
供
給
の
バ

ラ
ン
ス
を
一
致
さ
せ
る
運
用
技
術
が
一
層
重
要
に
な
り
ま
す
。
現
在
、

東
北
電
力
管
内
の
周
波
数
は
記
載
の
通
り
50
ヘ
ル
ツ
（
Hz
）
で
、
運

用
範
囲
は
±
0
･
2
（
Hz
）
で
す
が
、
実
際
に
は
±
0
･
0
1
程
度

の
範
囲
で
行
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
運
用
の
中
で
、
時
々
刻
々
と
出
力

が
変
動
す
る
太
陽
光
や
風
力
の
導
入
に
は
、
相
当
の
神
経
を
要
し
ま

す
。
そ
の
運
用
を
実
際
に
見
た
の
が【
グ
ラ
フ
19
】（
31
ペ
ー
ジ
）で
す
。

こ
ち
ら
は
2
0
1
8
年
5
月
の
連
休
中
（
G
W
期
間
中
）
の
東
北
電

力
管
内
の
電
力
需
要
の
動
き
を
示
し
た
も
の
で
、
オ
レ
ン
ジ
と
緑
を

合
わ
せ
た
（
a
）
に
相
当
す
る
太
陽
光
・
風
力
発
電
量
を
ピ
ン
ク
の

火
力
・
バ
イ
オ
マ
ス
電
源
で
調
整
し
、
さ
ら
に
黒
い
実
線
の
エ
リ
ア

需
要
（
b
）
を
超
え
る
分
は
赤
い
点
線
で
囲
ん
だ
揚
水
発
電
所
の
動

力
や
域
外
送
電
で
凌
い
だ
も
の
で
す
。
通
常
、
こ
の
時
期
は
工
場
な

ど
の
休
み
も
重
な
り
、
年
間
で
も
電
力
需
要
は
最
低
水
準
に
近
づ
き

ま
す
の
で
、
運
用
も
高
度
な
技
術
と
シ
ス
テ
ム
制
御
が
必
要
に
な
る

と
伺
っ
て
い
ま
す
。

そ
こ
で
、
2
0
1
8
年
3
月
末
時
点
に
お
け
る
東
北
電
力
の
連

系
状
況
（
連
系
予
定
も
含
む
）
を
見
る
と
、【
図
8
】（
31
ペ
ー
ジ
）
の

よ
う
に
風
力
が
約
3
2
0
万
kW
で
太
陽
光
が
約
9
2
0
万
kW
に
上

り
、
合
わ
せ
ま
す
と
2
0
1
7
年
度
最
大
需
要
（
約
1
5
3
0
万

kW
）
の
8
割
に
も
達
し
ま
す
。
今
後
も
再
エ
ネ
導
入
の
拡
大
に
は
、

電
力
の
系
統
運
用
の
重
要
性
は
一
段
と
高
ま
る
こ
と
が
必
至
で
す
。

さ
ら
に
は
東
北
電
力
管
内
に
と
ど
ま
ら
ず
、
広
く
本
州
や
北
海
道

な
ど
と
の
系
統
強
化
な
ど
、
我
が
国
全
体
で
の
全
体
最
適
を
考
え



前
号
（
4
9
4
号
）
の
特
集
「
第
25
回
青
森
県
内
の
高
校
生
に
よ
る
海
外
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
情
研
修
会

に
参
加
し
て
」
に
お
い
て
、
仏
オ
ラ
ノ
社
に
つ
い
て
の
記
載
に
誤
り
が
あ
り
ま
し
た
。

（
誤
）「
世
界
最
大
の
原
子
力
産
業
複
合
企
業
」

（
正
）「
世
界
で
唯
一
の
原
子
燃
料
サ
イ
ク
ル
企
業
」

 

読
者
な
ら
び
に
関
係
者
の
皆
様
に
ご
迷
惑
を
お
か
け
し
ま
し
た
こ
と
を
お
詫
び
申
し
上
げ
ま
す
。

　　3132　　ひろば　495 号

講
師 　

渡わ
た
な
べ辺 

泰や
す
ひ
ろ宏　

　

１
９
５
４
年　

9
月
7
日

宮
城
県

１
９
７
８
年　

３
月　

東
北
大
学 

法
学
部 

法
律
学
科 

卒
業

１
９
７
８
年　

４
月　

東
北
電
力
株
式
会
社
に
入
社

20
〜
30
代
に
N
E
D
O
海
外
炭
実
務
研
修
（
豪
州
）、

中
東
経
済
研
究
所
カ
イ
ロ
事
務
所
、
ジ
ェ
ト
ロ
ウ
ィ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
勤
務
を
経
験

１
９
９
９
年　

８
月　

東
北
電
力
株
式
会
社　

企
画
部
課
長

２
０
０
１
年　

８
月　

同　

上　

資
材
部
課
長

２
０
０
４
年　

６
月　

同　

上　

盛
岡
営
業
所
長

２
０
０
６
年　

７
月　

同　

上　

社
団
法
人
東
北
経
済
連
合
会
出
向

２
０
１
０
年　

６
月　

同　

上　

新
潟
営
業
所
長

２
０
１
３
年　

６
月　

執
行
役
員
待
遇

　
　
　
　
　
　
　
　
　

一
般
社
団
法
人
東
北
経
済
連
合
会
専
務
理
事

２
０
１
５
年　

６
月　

執
行
役
員
待
遇

　
　
　
　
　
　
　
　
　

公
益
財
団
法
人
東
北
活
性
化
研
究
セ
ン
タ
ー
専
務
理
事

　
　
　
　
　
　
　
　
　

一
般
社
団
法
人
日
本
電
気
協
会
東
北
支
部
事
務
局
長

２
０
１
８
年　

６
月　

東
北
エ
ネ
ル
ギ
ー
懇
談
会
専
務
理
事

　
　

【
生
年
月
日
】

【
出
身
地
】

【
学　

歴
】

【
職　

歴
】

ま
と
め
に
代
え
て

　
　
　
～
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
話
を
さ
ら
に
深
め
て
～

る
時
期
を
迎
え
て
お
り
、
こ
の
費
用
負
担
を
ど
う
考
え
る
の
か
も

大
き
な
課
題
と
な
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

以
上
、
こ
の
よ
う
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
電
力
問
題
に
つ
い
て
、
私
な

り
に
考
え
て
い
る
内
容
を
述
べ
て
き
ま
し
た
。
本
稿
に
よ
り
す
べ
て

の
課
題
を
網
羅
し
た
訳
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
冒
頭
に
も
申
し
上
げ

ま
し
た
よ
う
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
国
の
安
全
保
障
そ
の
も
の
で
あ
る

と
思
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
人
間
が
生
き
て
い
く
上
で
も
エ
ネ
ル
ギ
ー

は
欠
か
す
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
こ
の
二
つ
を
も
っ
て
し
て
も
、
私

た
ち
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ
い
て
、
単
に
「
原
子
力
に
賛
成
か
、
反
対

か
」「
再
エ
ネ
で
1
0
0
％
進
め
る
の
か
、
進
め
な
い
の
か
」
と
い

う
よ
う
に
、
個
別
・
択
一
問
題
で
済
ま
せ
る
課
題
で
は
な
い
は
ず
で

す
。
こ
れ
ま
で
人
間
は
、
営
々
と
し
て
、
自
然
に
畏
怖
を
感
じ
な
が

ら
、
技
術
と
創
造
性
で
、
今
日
ま
で
の
歴
史
を
築
い
て
き
ま
し
た
。

そ
れ
ぞ
れ
の
環
境
で
価
値
観
の
相
違
は
あ
る
の
で
し
ょ
う
が
、
こ
れ

か
ら
も
将
来
世
代
に
向
け
て
、
何
を
残
し
て
い
か
ね
ば
な
ら
な
い
の

か
、
様
々
な
課
題
に
つ
い
て
、
様
々
に
意
見
交
換
・
議
論
し
て
い
か

ね
ば
な
ら
な
い
と
思
い
ま
す
。
本
稿
が
、
そ
の
一
助
に
な
れ
ば
幸
い

で
す
。
ご
清
聴
、
誠
に
有
難
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

【グラフ 19】
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電力の需給調整

エリア需要

揚水運転および
域外送電

太陽光太陽光

風力風力
火力・バイオマス火力・バイオマス

長期固定電源長期固定電源

（a）
（b）

太陽光・風力出力（ａ）は
エリア需要（ｂ）の5割程度

●太陽光・風力の導入拡大により、2018年のゴールデンウィーク（GW）期間の太陽光・風力の合計出力は、最大でエリア
需要の５割に達した

●その結果、余剰電力を発生させぬよう、火力電源の出力抑制や揚水運転を実施するなどして、需給バランスを維持させた

出典：東北電力㈱資料より

【図 8】

東北圏の再エネ導入に関わる諸課題(連系強化）

県別の再エネ連系状況（連系済＋連系予定）※

●太陽光は太平洋側を中心に集中し（福島県は県内需要を超える規模）、風力は北部３県や福島県に集中している
●今後風力は宮城県でも計画が進み、日本海側では洋上風力も検討案件が増加する見込み

○風力発電設備 ○太陽光発電設備 （参考）各県の最大需要
（2017年度実績）

［単位：万ｋＷ］ ［単位：万ｋＷ］

※2018年3月末現在
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青森・岩手・秋田
で全体の約8割を
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出典：東北電力㈱資料より

合計約320万kW

合計約920万kW 合計約1530万kW


